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調達戦略に重大な影響を与える自由貿易協定
（FTA: Free Trade Agreement）

EYのFTAデータベース・クエリーとは?

貴社の調達部材や貴社完成品に関し、SKU/モデルごとに3～5年先の関税引下
げスケジュール・原産地規則・輸出国ごとの製品価格・輸送費といった要素を検証
した、最も陸揚価格の低い輸出国の提案を行います。具体的には、弊社指定の
メール添付フォーマットに下記情報を記載・送信いただき、その内容をEYのデー
タベースで即座に検証し、レポートの形で陸揚価格のシミュレーション結果をお
伝えします。
•	 品目名
•	 HSコード
•	 想定輸出国（複数）

•	 想定輸入国（複数）
•	 価格（オプション）
•	 輸送費（オプション）

これにより、中期経営計画を策定する上で必要となる、関税引き下げスケジュー
ルを考慮した調達戦略の立案が可能になります。

サービスの特徴
 9 専門家による正確な 
情報提供

 9 短時間での回答
 9 担当者の工数削減

効果的な調達戦略の立案
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左図は、本サービスがFTA活用に向けた作業の3ステップにおいて、どの段階か示すものです。 
詳細は別紙「FTA関連サービスのご紹介」をご確認ください。



企業のグローバル調達戦略を支えるFTAデータベース・クエリー

99 FTA利用には検討事項が多岐
に渡る

99 正確な理解には高度な専門性
が求められる

99 モデルごとに検討する必要が
あることから、負担の重い 
業務となる
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データベースの特徴

EYが使用する 
データベースは

世界180カ国をカバー

EY | Assurance | Tax | Transactions | Advisory

EYについて
EYは、アシュアランス、税務、トランザクションおよびアド
バイザリーなどの分野における世界的なリーダーです。
私たちの深い洞察と高品質なサービスは、世界中の資
本市場や経済活動に信頼をもたらします。私たちはさま
ざまなステークホルダーの期待に応えるチームを率い
るリーダーを生み出していきます。そうすることで、構成
員、クライアント、そして地域社会のために、より良い社
会の構築に貢献します。
EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッド
のグローバル・ネットワークであり、単体、もしくは複数の
メンバーファームを指し、各メンバーファームは法的に独
立した組織です。アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リ
ミテッドは、英国の保証有限責任会社であり、顧客サー
ビスは提供していません。詳しくは、ey.com をご覧くだ
さい。

EY税理士法人について
EY税理士法人は、EYメンバーファームです。税務コンプ
ライアンス、クロスボーダー取引、M&A、組織再編や移転
価格などにおける豊富な実績を持つ税務の専門家集団
です。グローバルネットワークを駆使して、各国税務機関
や規則改正の最新動向を把握し、変化する企業のビジネ
スニーズに合わせて税務の最適化と税務リスクの低減
を支援することで、より良い社会の構築に貢献します。詳
しくは、www.eytax.jp をご覧ください。
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www.eytax.jp

Contact
本サービスに関するご質問・ご意見等がございま
したら、下記までお問い合わせ下さい。

EY税理士法人
ブランド、マーケティング アンド コミュニケーション部 
tax.knowledge@jp.ey.com

EYでは、以下の項目について分析し、
年度ごとの最適な調達国をご提案し
ます。
•	 関税率
•	 原産地規則

•	 価格
•	 輸送費

これにより、関税引き下げスケジュー
ルを見据えた中長期的な調達戦略の
策定が可能になります。
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